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Ⅴ-3-別添 3-8 水密扉の強度計算書 
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内部溢水 

1. 概要 

本資料は，資料Ⅴ-3-別添3-1「津波又は溢水への配慮が必要な施設の強度計算書の方針」に示

すとおり，浸水防護施設のうち原子炉建屋地下2階に設置する水密扉（以下「原子炉建屋地下2階

水密扉」という。）について評価するものである。原子炉建屋地下2階水密扉は，内部溢水に伴う

荷重に対し，主要な構造部材の構造健全性を維持することを確認する。  
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2. 基本方針

資料Ⅴ-3-別添3-1「津波又は溢水への配慮が必要な施設の強度計算書の方針」に示す「3．構造

強度設計」を踏まえ，水密扉の「2.1 位置」，「2.2 構造概要」，「2.3 評価方針」及び「2.4 

適用規格」を示す。 

2.1 位置 

水密扉は，資料Ⅴ-3-別添3-1「津波又は溢水への配慮が必要な施設の強度計算書の方針」の

「3.2 機能維持の方針」のうち構造計画に示すとおり，原子炉建屋地下2階水密扉は，残留熱

除去系A系ポンプ室，原子炉隔離時冷却系室北側及び南側，高圧炉心スプレイポンプ室の開口

部に設置する。  

原子炉建屋残留熱除去系A系ポンプ室水密扉，原子炉建屋原子炉隔離時冷却系室北側水密扉，

原子炉建屋原子炉隔離時冷却系室南側水密扉，原子炉建屋高圧炉心スプレイポンプ室水密扉の

設置位置図を第2－1図に示す。 

 : 水密扉 

 平面図 

第2－1図 原子炉建屋水密扉の設置位置 
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2.2 構造概要 

水密扉の構造は，資料Ⅴ-3-別添3-1「津波又は溢水への配慮が必要な施設の強度計算書の方

針」の「3.2 機能維持の方針」に示す構造計画を踏まえ詳細な構造を設定する。 

水密扉は，片開型の鋼製扉とし，扉板の背面に芯材（主桁及び横桁）を配する構造である。

扉は閉塞時には，カンヌキにより固定され，水密性を確保している。 

原子炉建屋地下2階水密扉は，扉枠を介して建屋の壁の開口部にアンカー等で固定し，支持す

る構造とする。 

原子炉建屋残留熱除去系A系ポンプ室水密扉，原子炉建屋原子炉隔離時冷却系室北側水密扉，

原子炉建屋原子炉隔離時冷却系室南側水密扉，原子炉建屋高圧炉心スプレイポンプ室水密扉の

構造図を第2－2図，第2－3図，第2－4図，第2－5図に示す。 
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原子炉建屋残留熱除去系A系ポンプ室水密扉 

第2－2図 原子炉建屋残留熱除去系A系ポンプ室水密扉の構造図 
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原子炉建屋原子炉隔離時冷却系室北側水密扉 

第2－3図 原子炉建屋原子炉隔離時冷却系室北側水密扉の構造図 
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原子炉建屋原子炉隔離時冷却系室南側水密扉 

第2－4図 原子炉建屋原子炉隔離時冷却系室南側水密扉の構造図 
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原子炉建屋高圧炉心スプレイポンプ室水密扉 

第2－5図 原子炉建屋高圧炉心スプレイポンプ室水密扉の構造図 
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2.3 評価方針 

水密扉の強度評価は，資料Ⅴ-3-別添3-1「津波又は溢水への配慮が必要な施設の強度計算書

の方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」及び「4.2 許容限界」にて設定している，荷重及

び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえて，水密扉の評価対象部位に作用する応力などが許容

限界に収まることを，「3．強度評価方法」に示す方法により，「4．評価条件」に示す評価条

件を用いて評価し，「5．強度評価結果」にて確認する。 

水密扉の強度評価フローを第2-6図に示す。水密扉の強度評価においては，その構造を踏まえ，

溢水に伴う荷重の作用方向及び伝達過程を考慮し，評価対象部位を設定する。強度評価に用い

る荷重及び荷重の組合せは，溢水に伴う荷重と津波による溢水と組み合わせる余震に伴う荷重

作用時（以下「重畳時」という。）を考慮し，設定する。強度評価においては，荷重を静的に

作用させる静的解析により，評価対象部位の発生応力又は荷重を算定し，許容限界との比較を

行う。 

重畳時の評価における余震に伴う地震力は，資料Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」

にて算定している，水密扉設置位置における弾性設計用地震動Ｓｄ-Ｄ１による地震応答解析結

果を用いて設定する。 

なお，重畳時荷重は津波防護対策に必要な浸水防護施設にて考慮する。 
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第2-6図 水密扉の強度評価フロー 

水密扉の強度評価 

評価対象部位の設定 

・扉板及び芯材

・カンヌキ，カンヌキ受けピン

及びカンヌキ受けボルト 

余震に伴う地震力 

・資料Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成

方針」にて算定している，水密扉設置位置

における基準地震動Ｓｄ-Ｄ１による地震

応答解析結果 

荷重及び荷重組合せの設定 

・重畳時（溢水及び余震に伴う荷重）

静的解析による評価 

扉板，芯材，カンヌキ，カンヌキ受

けピン及びカンヌキ受けボルトの発

生応力の算定 

許容限界との比較 
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2.4 適用規格 

適用する規格，基準等を以下に示す。 

・建築基準法・同施行令

・鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005改定）

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2010改定）

・水道施設耐震工法指針・解説（（社）日本水道協会，2009年版）
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3. 強度評価方法

3.1 記号の定義 

強度評価に用いる記号を第3－1表に示す。 

第3－1表 強度評価に用いる記号（1/2） 

記号 単位 定義 

Ａ mm2 断面積 

Ａａ mm2 1本当たりの表面積 

Ａｂ mm2 1本当たりの断面積 

ａｎ m 横桁ピッチ 

Ｂ m 受圧幅 

ｇ m/s2 重力加速度 

Ｇ kN 扉体自重 

ｈ m 当該部分の浸水深 

Ｈ m 水深 

ｈｃ m 水圧中心位置 

Ｈｇ m 受圧高 

ＫＨ - 水平震度 

ＫＳ kN 余震による地震荷重 

Ｌ m 区画短辺の長さ 

Ｌｂ mm 軸支持間距離 （カンヌキ） 

Ｌｐ m 軸支持間距離 （カンヌキ受けピン） 

Ｌｋ m カンヌキ中心間距離

Ｍ kN･m 曲げモーメント 

ＭＸ1 - 等分布荷重による曲げ応力算定用の係数 

ＭＸ2 - 等変分布荷重による曲げ応力算定用の係数 

ｎ 本 ボルトの本数 

Ｐ０ kN 設計水圧荷重 

Ｐａ kN 扉板全体に作用する合計荷重 

Ｐｂ kN 水密扉から伝達される荷重 

Ｐｄ kN/m2 余震による動水圧荷重 

Ｐｈ kN/m2 浸水津波荷重又は溢水による静水圧荷重 

Ｐｈｄ kN/m2 浸水津波荷重又は溢水による静水圧荷重（下部） 

Ｐｈｕ kN/m2 浸水津波荷重又は溢水による静水圧荷重（上部） 

ＰＴ kN 許容引張力 

ｐｎ kN/m2 溢水時荷重 
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第3－1表 強度評価に用いる記号（2/2） 

記号 単位 定義 

Ｑ kN せん断力 

Ｒｐ kN 溢水に伴う荷重による反力 

Ｔ kN 引張力 

Ｗｄ kN/m 区画下端の単位長さ当たりの作用荷重 

Ｗｕ kN/m 区画上端の単位長さ当たりの作用荷重 

Ｙ m 主桁ピッチ 

Ｚ mm3 断面係数 

β - 浸水エリアの幅と水深の比による補正係数 

ρ t/m3 水の密度 

σ N/mm2 曲げ応力度 

σＴ N/mm2 引張応力度 

σｘ N/mm2 組合せ応力度 

τ N/mm2 せん断応力度 
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3.2 評価対象部位 

水密扉の評価対象部位は，資料Ⅴ-3-別添3-1「津波又は溢水への配慮が必要な施設の強度計

算書の方針」の「4.2 許容限界」にて示している評価対象部位を踏まえて設定する。 

水密扉に生じる外部からの溢水に伴う荷重は，扉板から芯材に伝わり，壁と一体化した扉枠

を介し，躯体に伝達されることから，評価対象部位は，扉板及び芯材とする。 

水密扉に生じる建屋内部からの溢水に伴う荷重は，扉板から芯材，芯材からカンヌキ，カン

ヌキからカンヌキ受けピン，カンヌキ受けピンからカンヌキ受けボルトへと伝達され，アンカ

ーを介し躯体に伝達されることから，評価対象部位は，扉板，芯材，カンヌキ，カンヌキ受け

ピン及びカンヌキ受けボルトとする。 

なお，ヒンジ側にもカンヌキを配しているため，建屋内部からの溢水に伴う荷重はヒンジ部

に作用しない。 

水密扉に作用する荷重の作用図を第3－1図に示す。 

第3－1図 水密扉に作用する荷重の作用図 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，資料Ⅴ-3-別添3-1「津波又は溢水への配慮が必

要な施設の強度計算書の方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」にて示している荷重及び荷重

の組合せを踏まえて設定する。 

資料Ⅴ-3-別添3-1「津波又は溢水への配慮が必要な施設の強度計算書の方針」の「4.1 荷重

及び荷重の組合せ」にて示している荷重の組合せを以下に示す。  

Ｐｈ（溢水時）  

Ｐｈ＋ＫＳ＋Ｐｄ（重畳時）  

なお，本資料において，余震荷重のうち，余震による地震荷重をＫＳ，余震による動水圧荷

重をＰｄとする。 

(1) 荷重の設定

強度評価に用いる荷重を以下に示す。

a. 溢水に伴う荷重（Ｐｈ）

溢水に伴う荷重として，溢水に伴う水位までの静水圧を考慮する。溢水による静水圧

荷重Ｐｈは，対象とする水の密度に当該部分の浸水深ｈを乗じた次式により算出する。 

Ｐｈ＝ρ・ｇ・ｈ 

溢水に伴う荷重の算定に用いる，水圧作用高さ及び水の密度を第3－2表に示す。 

第3－2表 水圧作用高さ及び水の密度 

扉名称 水圧作用高さ 
水の密度 

（t/m3） 

原子炉建屋残留熱除去系A系ポンプ室水密扉 
正圧 1.00 

逆圧 1.00 

原子炉建屋原子炉隔離時冷却系室北側水密扉 
正圧 1.00 

逆圧 1.00 

原子炉建屋原子炉隔離時冷却系室南側水密扉 
正圧 1.00 

逆圧 1.00 

原子炉建屋高圧炉心スプレイポンプ室水密扉 
正圧 1.00 

逆圧 1.00 

16
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b. 余震荷重（地震荷重ＫＳ，動水圧荷重Ｐｄ）

余震荷重として，弾性設計用地震動Ｓｄ-Ｄ１による地震荷重ＫＳ及び動水圧荷重Ｐｄ

を考慮する。余震荷重は，水密扉の設置位置における水平方向の最大応答加速度から設

定する震度を用いて評価する。最大応答加速度を保守的に評価するために，最大応答加

速度の抽出位置は，水密扉設置位置よりも上部の節点の値とし，原子炉建屋については，

水密扉設置階の上階（上層）の値とする。  

原子炉建屋水密扉の震度の設定に用いる最大応答加速度は資料Ⅴ-2-1「耐震設計の基

本方針」のうち資料Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」の地震応答解析結果を用

いる。 

各扉の水平震度ＫＨを第3－3表に示す。 

地震荷重ＫＳは，水密扉の固定荷重に水平震度ＫＨを乗じた次式により算出する。 

  ＨＳ＝Ｇ・ＫＫ

動水圧荷重Ｐｄは，「水道施設耐震工法指針・解説（（社）日本水道協会，2009年 版）」

に基づき，次式により算出する。 

  Ｈ・ｈ・ρ・ｇ・・Ｋ＝β・Ｐ Ｈｄ 8

7
 

第3－3表 各扉の水平震度ＫＨ 

扉名称 水平震度ＫＨ 

原子炉建屋残留熱除去系A系ポンプ室水密扉 －＊ 

原子炉建屋原子炉隔離時冷却系室北側水密扉 －＊ 

原子炉建屋原子炉隔離時冷却系室南側水密扉 －＊ 

原子炉建屋高圧炉心スプレイポンプ室水密扉 －＊ 

＊：津波防護対策に必要な浸水防護施設でない為，考慮不要。 

(1) 荷重の組合せ

強度評価に用いる荷重の組合せは，溢水時及び重畳時に区分して設定し，評価される最大

荷重を用いる。 

a. 原子炉建屋水密扉

原子炉建屋水密扉の強度評価に用いる荷重の組合せを第3－4表に示す。

原子炉建屋残留熱除去系A系ポンプ室水密扉，原子炉建屋原子炉隔離時冷却系室北側水密

扉，原子炉建屋原子炉隔離時冷却系室南側水密扉，原子炉建屋高圧炉心スプレイポンプ

室水密扉は，津波防護対策に必要な浸水防護施設でない為，強度評価に用いる荷重の組

合せは溢水時と重畳時は同じとする。  

17
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第3－4表 原子炉建屋水密扉の強度評価に用いる荷重の組合せ 

扉名称 事象 荷重の組合せ 

原子炉建屋残留熱除去系A系ポンプ室水密扉 
溢水時 Ｇ＋Ｐｈ

重畳時 Ｇ＋ＰＨ＋ＫＳ＋Ｐｄ

原子炉建屋原子炉隔離時冷却系室北側水密扉 
溢水時 Ｇ＋Ｐｈ

重畳時 Ｇ＋ＰＨ＋ＫＳ＋Ｐｄ

原子炉建屋原子炉隔離時冷却系室南側水密扉 
溢水時 Ｇ＋Ｐｈ

重畳時 Ｇ＋ＰＨ＋ＫＳ＋Ｐｄ

原子炉建屋高圧炉心スプレイポンプ室水密扉 
溢水時 Ｇ＋Ｐｈ

重畳時 Ｇ＋ＰＨ＋ＫＳ＋Ｐｄ

3.4 許容限界 

水密扉の許容限界は，「3.2 評価対象部位」にて設定した評価対象部位の機能損傷モードを

考慮し，資料Ⅴ-3-別添3-1「津波又は溢水への配慮が必要な施設の強度計算書の方針」の「4.2 

許容限界」にて設定している許容限界を踏まえ設定する。  

(1) 使用材料

水密扉を構成する，扉板，芯材，カンヌキ部の使用材料を第3－5表に示す。

第3－5表 使用材料 

部位 材質 仕様 

扉板 

芯材 

カンヌキ部

カンヌキ

カンヌキ受けピン

カンヌキ受けボルト
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(2) 許容限界

a. 扉板，芯材，カンヌキ部

扉板，芯材，カンヌキ部の許容限界は，「鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）

日本建築学会，2005改定）」を踏まえて第3－6表の値とする。 

第3－6表 扉板，芯材，カンヌキ部の許容限界 

材料 
短期許容応力度（N/mm2） 

曲げ せん断 

注記 ＊1：tは板厚（mm）を示す 

＊2：許容応力度を決定する場合の基準値Ｆの値は，「JIS G 4053：2008 機械構

造用合金鋼鋼材」に基づく 

＊3：引張りの短期許容応力度も同様 

b. アンカー

アンカーの許容限界は，「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築

学会，2010改定）」に基づき算定した，第3-7表の値とする。 

第3－7表 アンカーの許容限界 

コンクリート設計基準強度

（N/mm2） 

短期許容付着応力度ｆａ 

（N/mm2） 
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3.5 評価方法 

水密扉の強度評価は，資料Ⅴ-3-別添3-1「津波又は溢水への配慮が必要な施設の強度計算書

の方針」の「5．強度評価方法」にて設定している評価式を用いる。  

(1) 応力算定  

a. 扉板 

扉板に生じる荷重は，溢水に伴う荷重に余震荷重を考慮し，等変分布荷重及び等分布

荷重を受ける周辺固定支持の矩形板として，次式により算定する。 

扉板に生じる荷重の例を第3-2図に示す。 

         
2

2
2

1 ）・Ｌ－Ｗ・（Ｗ＋Ｍ・Ｌ・ＷＭ＝Ｍ ＵｄＸＵＸ  

 

 

第3－2図 扉板に生じる荷重の図 

  

扉板受圧範囲の例

横桁

主桁

Wu

Wd

20



19 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
3
-別

添
-
3
-
8 
R
0
 

b. 芯材

芯材に生じる荷重は，溢水に伴う荷重に余震荷重を考慮し，荷重を負担する芯材の取

付方向（鉛直又は水平）に応じて，それぞれ算定する。正圧時は鉛直方向に取付く，主

桁については，扉枠で全長を支持されるために評価外とし，逆圧時のカンヌキ部の中で

評価を行う。水平方向に取付く，横桁については，等分布荷重を受ける両端支持の単純

梁として，次式により算定する。 

芯材に生じる荷重の例を第3－3図に示す。 

(a) 横桁

822

2
11 Ｙ
・

＋ａａ
・

＋Ｐ
Ｍ＝ ｎ＋ｎＰｎ＋ｎ

222
11

　

Ｙ
・

＋ａａ
・

＋Ｐ
Ｑ＝ ｎ＋ｎＰｎ＋ｎ

第3－3図 芯材（横桁）に生じる荷重の例 
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c. カンヌキ部

カンヌキ部は，カンヌキ，カンヌキ受けピン及びカンヌキ受けボルトで構成されており，

次式により算定する重畳時に伴う荷重による反力から，各部材に発生する荷重を算定する。

カンヌキ部に生じる荷重の例を第3－4図に示す。

  
ｋ

ＤＳＯＰ
・Ｌ

ｈ
）・＋Ｐ＋Ｋ＝（ＰＲ

2

´

Ｃ－ｈ＝Ｌｈ 2´

第3－4図 カンヌキ部に生じる荷重の例 
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（a） カンヌキ 

カンヌキに生じる荷重は，次式により算定する。 

カンヌキに生じる荷重の例を第3－5図に示す。 

                   

Ｍ＝ＲＰ・Ｌｂ 

Ｑ＝ＲＰ 

 
第3－5図 カンヌキに生じる荷重の例 

    （b） カンヌキ受けピン 

カンヌキ受けピンに生じる荷重は，次式により算定する。 

カンヌキ受けピンに生じる荷重の例を第3－6図に示す。 

 

      
4
Ｐ

Ｐ

Ｌ
・Ｍ＝Ｒ  

      ＰＱ＝Ｒ  

 

第3－6図 カンヌキ受けピンに生じる荷重の例 
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（c） カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けボルトに生じる荷重は，次式により算定する。

カンヌキ受けボルトに生じる荷重の例を第3－7図に示す。

Ｔ＝ＲＰ 

第3－7図 カンヌキ受けボルトに生じる荷重の例 

（d） 主桁

主桁に生じる荷重は，次式より，上下カンヌキ部を支点とする両端支持の集中荷重と

みなし算定する。 

主桁に生じる荷重の例を第3－8図に示す。 

ｋ

ｋ
ＤＳＯ

・Ｌ

）－ｈ・（Ｌｈ
）・＋Ｐ＋ＫＭ＝（Ｐ

2

´´

 
ｋ

ＤＳＯ
・Ｌ

ｈ
）・＋Ｐ＋ＫＱ＝（Ｐ

2

´

第3－8図 主桁（端桁）に生じる荷重の例
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(2) 断面検定

各部材に生じる応力より算定する応力度等が，許容限界値以下であることを確認する。

なお，異なる荷重が同時に作用する部材については，組合せを考慮する。

a. 扉板

扉板に生じる曲げ応力度を算定し，扉板の短期許容応力度以下であることを確認する。

Ｚ

Ｍ
σ＝

b. 芯材

芯材に生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，カンヌキ受けピンの短期許容応力

度以下であることを確認する。 

Ｚ

Ｍ
σ＝

Ａ

Ｑ
τ＝

c. カンヌキ部

（a） カンヌキ

カンヌキに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を次式により算定し，

カンヌキの短期許容応力度以下であることを確認する。

 
22

3
Ａ

Ｑ
・＋

Ｚ

Ｍ
＝σＸ

（b） カンヌキ受けピン

カンヌキ受けピンに生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，芯材の短期許容応力

度以下であることを確認する。 

Ｚ

Ｍ
σ＝

Ａ

Ｑ
τ＝

2
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（c） カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けボルトに生じる引張応力度を算定し，ボルトの短期許容応力度以下である

ことを確認する。 

σ	 ＝
	

	 ・	

4． 評価条件 

「3.5 評価方法」に用いる評価条件を第4－1表に示す。 

26
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第4－1表 強度評価に用いる条件（1/4） 

対
象
部
位

記号 単位 定義 

数値 

原子炉建屋地下2階水密扉 

原子炉建屋残留熱

除去系A系ポンプ室 

水密扉 

原子炉建屋原子炉

隔離時冷却系室 

北側水密扉 

原子炉建屋原子炉隔

離時冷却系室 

南側水密扉 

原子炉建屋高圧炉心

スプレイポンプ室

水密扉 

共通 Ｇ kN 水密扉の自重 

扉
板

Ｌ m 区画短辺の長さ 

Ｗｕ kN/m 
区画上端の単位長さ当

たりの作用荷重 

Ｗｄ kN/m 
区画下端の単位長さ当

たりの作用荷重 

ＭＸ1 -
等分布荷重による曲げ

応力算定用の係数 

ＭＸ2 -
等変分布荷重による曲

げ応力算定用の係数 

Ｚ mm3 断面係数 

27
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第4－1表 強度評価に用いる条件（2/4） 

対
象
部
位

記号 単位 定義 

数値 

原子炉建屋地下2階水密扉 

原子炉建屋残留熱

除去系A系ポンプ室 

水密扉 

原子炉建屋原子炉

隔離時冷却系室 

北側水密扉 

原子炉建屋原子炉

隔離時冷却系室 

南側水密扉 

原子炉建屋高圧炉心

スプレイポンプ室

水密扉 

芯
材
（
主
桁
）

Ｈｇ m 受圧高 

Ｂ m 受圧幅 

Ｐｈｕ kN/m2 

浸水津波荷重又は

溢水による静水圧

荷重（上部） 

Ｐｈｄ kN/m2 

浸水津波荷重又は

溢水による静水圧

荷重（下部） 

ＫＳ kN 地震荷重 

Ｐｄ kN/m2 動水圧荷重 

Ｚ mm3 断面係数 

Ａ mm2 断面積 

芯
材
（
横
桁
）

Ｙ m 主桁ピッチ 

ａ1 m 横桁ピッチ 

ａ2 m 横桁ピッチ 

ａ3 m 横桁ピッチ 

ａ4 m 横桁ピッチ 

ａ5 m 横桁ピッチ 
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第4－1表 強度評価に用いる条件（3/4） 

対
象
部
位

記号 単位 定義 

数値 

原子炉建屋地下2階水密扉 

原子炉建屋残留熱

除去系A系ポンプ室 

水密扉 

原子炉建屋原子炉

隔離時冷却系室 

北側水密扉 

原子炉建屋原子炉

隔離時冷却系室 

南側水密扉 

原子炉建屋高圧炉心

スプレイポンプ室

水密扉 

芯
材
（
横
桁
）

ａ6 m 横桁ピッチ 

ａ7 m 横桁ピッチ 

ａ8 m 横桁ピッチ 

ａ9 m 横桁ピッチ 

Ｐ1 kN/m2 重畳荷重 

Ｐ2 kN/m2 重畳荷重 

Ｐ3 kN/m2 重畳荷重 

Ｐ4 kN/m2 重畳荷重 

Ｐ5 kN/m2 重畳荷重 

Ｐ6 kN/m2 重畳荷重 

Ｐ7 kN/m2 重畳荷重 

Ｐ8 kN/m2 重畳荷重 

Ｐ9 kN/m2 重畳荷重 

Ｚ mm3 断面係数 

Ａ mm2 断面積 
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第4－1表 強度評価に用いる条件（4/4） 

対
象
部
位

記号 単位 定義 

数値 

原子炉建屋地下2階水密扉 

原子炉建屋残留熱除

去系A系ポンプ室 

水密扉 

原子炉建屋原子炉隔

離時冷却系室 

北側水密扉 

原子炉建屋原子炉

隔離時冷却系室 

南側水密扉 

原子炉建屋高圧炉心

スプレイポンプ室

水密扉 

カ
ン
ヌ
キ

部

ＲＰ kN 設計水圧荷重 

ｈｃ m 水圧中心位置 

Ｈｇ m 受圧高 

カ
ン
ヌ
キ
部

カ
ン
ヌ
キ

Ｌｂ mm 軸支持間距離 

ｎ 本 本数 

Ｚ mm3 断面係数 

Ａ mm2 断面積 

カ
ン
ヌ
キ
受

け
ピ
ン

Ｌｐ mm 軸支持間距離 

ｎ 本 本数 

Ｚ mm3 断面係数 

Ａ mm2 断面積 

カ
ン
ヌ
キ
受
け

ボ
ル
ト

ｎ 本 本数 

Ａｂ mm2 1本当たりの断面積

30



29 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
3
-別

添
-
3
-
8 
R
0
 

5. 強度評価結果

原子炉建屋地下2階水密扉の強度評価結果を第5－1表に示す。水密扉の各部材の断面検定を行っ

た結果，発生応力度又は荷重は許容限界値以下である。 

第5－1表 原子炉建屋地下2階水密扉の強度評価結果 

名称 評価対象部位 
発生応力度 

（N/mm2） 

許容限界値 

（N/mm2） 

発生応力度

／許容限界 

原子炉建屋

残留熱除去

系A系ポンプ

室水密扉 

扉板 

芯材＊1 

カ
ン
ヌ
キ
部

カンヌキ＊2

カンヌキ受けピン

カンヌキ受けボルト

原子炉建屋

原子炉隔離

時冷却系室

北側水密扉 

扉板 

芯材＊1 

カ
ン
ヌ
キ
部

カンヌキ＊2

カンヌキ受けピン

カンヌキ受けボルト

原子炉建屋

原子炉隔離

時冷却系室

南側水密扉 

扉板 

芯材＊1 

カ
ン
ヌ
キ
部

カンヌキ＊2

カンヌキ受けピン

カンヌキ受けボルト

原子炉建屋

高圧炉心ス

プレイポン

プ室水密扉 

扉板 

芯材＊1 

カ
ン
ヌ
キ
部

カンヌキ＊2

カンヌキ受けピン

カンヌキ受けボルト

注記 ＊1：横桁のせん断及び曲げのうち評価結果が厳しくなる曲げによる値を記載 

＊2：曲げ応力度及びせん断応力度の組合せ応力度値を記載 
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外郭防護 

1. 概要 

本資料は，資料Ⅴ-3-別添3-1「津波又は溢水への配慮が必要な施設の強度計算書の方針」に示

すとおり，浸水防護施設のうち原子炉建屋1階に設置する水密扉（以下「原子炉建屋1階水密扉」

という。）について評価するものである。原子炉建屋1階水密扉は，基準津波を超え敷地に遡上す

る津波に伴う荷重に対し，主要な構造部材の構造健全性を維持することを確認する。  
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2. 基本方針

資料Ⅴ-3-別添3-1「津波又は溢水への配慮が必要な施設の強度計算書の方針」に示す「3．構造

強度設計」を踏まえ，水密扉の「2.1 位置」，「2.2 構造概要」，「2.3 評価方針」及び「2.4 

適用規格」を示す。 

2.1 位置 

水密扉は，資料Ⅴ-3-別添3-1「津波又は溢水への配慮が必要な施設の強度計算書の方針」の

「3.2 機能維持の方針」のうち構造計画に示すとおり，原子炉建屋1階水密扉は，原子炉建屋

原子炉棟開口部，原子炉建屋付属棟北側開口部，原子炉建屋付属棟東側開口部，原子炉建屋付

属棟南側開口部，原子炉建屋付属棟西側開口部に設置する。  
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内郭防護 

1. 概要

本資料は，資料Ⅴ-3-別添3-1「津波又は溢水への配慮が必要な施設の強度計算書の方針」に示

すとおり，浸水防護施設のうち原子炉建屋1階に設置する水密扉（以下「原子炉建屋1階水密扉」

という。）について評価するものである。原子炉建屋1階水密扉は，地震により低耐震クラス設備

である屋外タンクが損傷した場合の溢水等に伴う荷重に対し，主要な構造部材の構造健全性を維

持することを確認する。 

34
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2. 基本方針

資料Ⅴ-3-別添3-1「津波又は溢水への配慮が必要な施設の強度計算書の方針」に示す「3．構造

強度設計」を踏まえ，水密扉の「2.1 位置」，「2.2 構造概要」，「2.3 評価方針」及び「2.4 

適用規格」を示す。 

2.1 位置 

 水密扉は，資料Ⅴ-3-別添3-1「津波又は溢水への配慮が必要な施設の強度計算書の方針」の

「3.2 機能維持の方針」のうち構造計画に示すとおり，原子炉建屋1階水密扉は，原子炉建屋

原子炉棟開口部，原子炉建屋付属棟北側開口部，原子炉建屋付属棟東側開口部，原子炉建屋付

属棟南側開口部，原子炉建屋付属棟西側開口部に設置する。  
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1. 水密扉の設計に関する補足資料

本資料は，東海第二発電所の水密扉の評価方法について説明するものである。 

本資料は，以下の添付の補足説明をするものである。 

・資料Ⅴ-2-10-2-8「水密扉の耐震性についての計算書」

・資料Ⅴ-3-別添3-8「水密扉の強度計算書」

2. 基本方針

2.1 荷重組合せについて 

(1) 風荷重及び積雪荷重の取り扱い

水密扉の評価における風荷重及び積雪荷重について，扉は建屋内に設置されていること

から考慮しない。 

2.2 設計震度の設定について 

(1) 原子炉建屋地下2階水密扉

原子炉建屋地下2階水密扉設置位置における応答加速度の算出に係る応答解析は，原子炉

建屋地下2階水密扉については資料Ⅴ-2-7「設計用床応答曲線の作成方針」の地震応答解析

結果に基づく。第2－1図に水密扉設置位置を，第2-2図に応答加速度算定位置を示す。 

原子炉建屋水密扉の設計震度は，水密扉設置位置の加速度からの増幅の影響を考慮し，

水密扉設置位置の上層の応答加速度を基に算出している。第 2－1表に水密扉の評価個所に

おける最大応答加速度を，第 2－2表に水密扉の設計に使用した震度を示す。 
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 平面図 

第2－1図 原子炉建屋地下2階水密扉の設置位置 
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原子炉建屋地震応答解析モデル（水平方向） 

原子炉建屋地震応答解析モデル（鉛直方向） 

第 2－2図 原子炉建屋水密扉の設計に使用する応答加速度算定位置

：応答加速度算定位置

：応答加速度算定位置
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第 2－1表 水密扉の加速度評価個所における最大応答加速度（1/2） 

設計用最大床加速度（原子炉建屋）1/3 

設計用最大床加速度（原子炉建屋）1/2 
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第 2－1表 水密扉の加速度評価個所における最大応答加速度（2/2） 

設計用最大床加速度（原子炉建屋）3/3 

：最大値
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第 2－2表 水密扉の設計震度 

扉名称 水平震度 鉛直震度 

原子炉建屋残留熱除去系 A 系ポンプ室水密扉 
0.96 

（941 gal） 

0.92 

（902 gal） 

原子炉建屋原子炉隔離時冷却系室北側水密扉 
0.96 

（941 gal） 

0.92 

（902 gal） 

原子炉建屋原子炉隔離時冷却系室南側水密扉 
0.96 

（941 gal） 

0.92 

（902 gal） 

原子炉建屋高圧炉心スプレイポンプ室水密扉 
0.96 

（941 gal） 

0.92 

（902 gal） 
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3. 耐震計算における評価

3.1 評価部位 

水密扉に作用する地震力の伝達について，扉種別の違いにより荷重の伝達の過程が異なる。

各水密扉の扉種別及び対応フローについて第3－1表に，荷重の伝達フローを第3－1図に示す。

また，扉の評価対象部位の詳細図を第3－2図に示す。 

なお，いずれの扉においても，扉板及び芯材については，強度計算における応力状態が厳

しいことから，強度計算における評価で代表させる。 

扉種別ごとの構造解析手法は以下の通りである。 

第3－1表 各水密扉の扉種別及び対応 

名称 扉種類 フロー図

内
部
溢
水

原子炉建屋残留熱除去系A系ポンプ室水密扉 

片開型 ① 
原子炉建屋原子炉隔離時冷却系室北側水密扉 

原子炉建屋原子炉隔離時冷却系室南側水密扉 

原子炉建屋高圧炉心スプレイポンプ室水密扉 
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フロー図①

第 3－1 図 荷重の伝達フロー 
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アンカー詳細図（1）

アンカー詳細図（2）

第 3－2 図 評価対象部位の詳細図 
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(1) 片開型（フロー図①） 

片開型水密扉に生じる，地震力（水平，鉛直）に伴う扉本体に作用する慣性力は，芯

材からヒンジ及びカンヌキに伝達される。 

ヒンジに伝達された力は，ヒンジアームからヒンジピン，ヒンジボルトに伝わり，ア

ンカーを介して既存躯体に伝達される。カンヌキに伝達された力は，カンヌキからカン

ヌキ受けピン，カンヌキ受けボルトに伝わり，アンカーを介して既存躯体に伝達される。 

以上のことから評価対象部位をフロー図①に示す部位とした。 

また，扉の開閉状況（扉が90°開いた状態と0°又は180°開いた状態）で発生応力が

異なるボルト等については，それぞれの開閉状況を踏まえた評価を行っている。 

なお，扉開放時に，カンヌキは力を負担しないため評価を行わない。 

第3－3図に水密扉閉塞時の荷重の作用イメージと評価部位を，第3－4図に水密扉開放

時の荷重の作用イメージと評価部位を示す。 

   

※図中の矢印は，具体的な荷重の作用位置や作用方向を示すものではない。 

第 3－3 図 水密扉閉塞時の荷重の作用イメージと評価部位
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※図中の矢印は，具体的な荷重の作用位置や作用方向を示すものではない。 

第 3－4 図 水密扉開放時の荷重の作用イメージと評価部位 
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3.2 耐震評価方法 

水密扉の耐震評価について，各部材ごとに評価方法を記す。 

なお，資料Ⅴ-2-10-2-8「水密扉の耐震性についての計算書」にて評価を行っているものに

ついては省略する。 

 

(1) 荷重算定 

a． アンカー 

アンカー（1 本当たり）に生じる荷重は，次式により算定する。アンカーに生じる

荷重の例を第 3－5図に示す 

ｎ

Ｆ
Ｑ＝ Ｈ  

ここで， 

Ｑ ：せん断力（kN） 

ＦＨ：水平地震力（kN） 

ｎ ：アンカー本数（本） 

 

第3－5図 アンカーに生じる荷重の例  
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(2) 断面算定 

各部材に生じる応力より算定する応力度等が，許容限界値以下であることを確認す

る。 

 

a. アンカー 

アンカーに生じるせん断力が，次式により算定したアンカーの短期許容せん断力

以下であることを確認する。 

 

ｂｙｓａ ・Ａσ・＝Ｑ 0.71  

 

ここで， 

Ｑａ ：アンカーの短期許容せん断力（kN） 

Ｓσｙ：鋼材の降伏強度（N/mm2） 

Ａｂ ：1本当たりの断面積（mm2） 
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3.3 耐震評価結果 

水密扉の耐震評価結果のうち，評価対象部位ごとに最も結果が厳しい値を第 3－2表に示す。

水密扉の各部材の断面検定を行った結果，発生荷重又は応力度は許容限界値以下である。 

第 3－2 表 水密扉の耐震評価結果 

名称 評価対象部位 
発生荷重 

（kN） 

許容限界値 

（kN） 

発生荷重／ 

許容限界値 

原子炉建屋残留

熱除去系A系ポン

プ室水密扉 

アンカー

原子炉建屋原子

炉隔離時冷却系

室北側水密扉 

アンカー

原子炉建屋原子

炉隔離時冷却系

室南側水密扉 

アンカー

原子炉建屋高圧

炉心スプレイポ

ンプ室水密扉

アンカー
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4. 強度計算における評価

4.1 評価部位 

水密扉に作用する溢水による荷重（余震荷重を含む）の伝達について，荷重の作用方向の違

いにより，荷重の伝達の過程が異なる。各水密扉の荷重の作用方向，扉種別及び対応フローに

ついて第4－1表に，荷重の作用方向ごとの荷重の伝達フローを第4－1図に示す。 

なお，原子炉建屋残留熱除去系A系ポンプ室水密扉，原子炉建屋原子炉隔離時冷却系室北側水

密扉，原子炉建屋原子炉隔離時冷却系室南側水密扉，原子炉建屋高圧炉心スプレイポンプ室水

密扉に作用する荷重は，建屋内部からの溢水による荷重のため，余震荷重を考慮しない。 

荷重作用方向ごとの構造解析手法は以下の通りである。 

第4－1表 各水密扉の荷重の作用方向，扉種別及び対応フロー 

名称 扉種類 
荷重の 

作用方向 
フロー図

内
部
溢
水

原子炉建屋残留熱除去系 A 系ポンプ室水密扉 

片開型 正圧・逆圧 ① ，②
原子炉建屋原子炉隔離時冷却系室北側水密扉 

原子炉建屋原子炉隔離時冷却系室南側水密扉 

原子炉建屋高圧炉心スプレイポンプ室水密扉 
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フロー図①

第4－1図 荷重の伝達フロー図（1/2） 
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フロー図②

第4－1図 荷重の伝達フロー図（2/2） 
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(1) 正圧の条件下（フロー図①）

水密扉に生じる外部からの溢水に伴う荷重（余震荷重を含まない）は，扉板から芯

材に伝わり，アンカーを介して既存躯体に伝達される。 

以上のことから評価対象部位をフロー図①に示す部位とした。 

第4－2図に荷重の作用イメージと評価部位を示す。 

※図中の矢印は，具体的な荷重の作用位置や作用方向を示すものではない。

第4－2図 荷重の作用イメージと評価部位 
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(2) 逆圧の条件下（フロー図②）

水密扉に生じる建屋内部からの溢水に伴う荷重は，扉板から芯材，芯材からカンヌキ

に伝達される。 

カンヌキに伝達された力は，カンヌキ受けピン，カンヌキ受けボルトに伝わり，アン

カーを介して既存躯体に伝達される。

以上のことから評価対象部位をフロー図②に示す部位とした。

第4－3図の荷重の作用イメージと評価部位を示す。 

※図中の矢印は，具体的な荷重の作用位置や作用方向を示すものではない。

第4－3図 荷重の作用イメージと評価部位 
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4.2 強度評価方法 

水密扉の強度評価について，各部材ごとに評価方法を記す。 

なお，資料Ⅴ-3-別添3-8「水密扉の強度計算書」にて評価を行っているものについては省

略する。 

(1) 荷重算定 

a. アンカー 

アンカー（1本当たり）に生じる荷重は，正圧又は逆圧の条件下において，それぞれ次

式により算定する。正圧時にアンカーに生じる荷重の例を第4－4図に，逆圧時にアンカ

ーに生じる荷重の例を第4－5図に示す。 

（正圧の条件下） 

      
ｎ

ｐ
Ｑ＝      

 

ここで， 

Ｑ：せん断力（kN） 

ｐ：重畳荷重（kN） 

ｎ：アンカー本数（本） 

 

第4－4図 正圧時にアンカーに生じる荷重の例 
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（逆圧の条件下） 

      
ｎ

Ｒ　
Ｑ＝ Ｐ

 

ここで， 

Ｑ ：せん断力（kN） 

Ｒｐ：溢水圧による荷重（kN） 

ｎ ：アンカー本数（本） 

 

なお，内外からの溢水高さが同一のためｐ＝Ｒｐとなる。 

第4－5図 逆圧時にアンカーに生じる荷重の例 
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(2) 断面算定 

a. アンカー 

アンカーに生じるせん断力又は引張力が，次式により算定したアンカーの短期許

容せん断力以下であることを確認する。 

 

ｂｙｓａ ・Ａσ・＝Ｑ 0.7  

 

ここで， 

Ｑａ ：アンカーの短期許容せん断力（kN） 

ｓσｙ：鋼材の降伏強度（N/mm2） 

Ａｂ ：1本当たりの断面積（mm2） 
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4.3 強度評価結果 

水密扉の強度評価結果のうち，評価対象部位ごとに，正圧及び逆圧の条件下のそれぞれで

最も結果が厳しい値を第4－2表に示す。水密扉の各部材の断面検定を行った結果，発生荷重

は許容限界値以下である。 

 

第4－2表 水密扉の強度評価結果 

名称 評価対象部位 
発生荷重 

（kN） 

許容限界値 

（kN） 

発生荷重／ 

許容限界値 

原子炉建屋残留熱

除去系A系ポンプ室

水密扉 

アンカー 

原子炉建屋原子炉

隔離時冷却系室北

側水密扉 

アンカー 

原子炉建屋原子炉

隔離時冷却系室南

側水密扉 

アンカー 

原子炉建屋高圧炉

心スプレイポンプ

室水密扉 

アンカー 
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